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44 年 47 年 50 
実数 l指数 実数(指数 実数 l指数 実数 指数
全 産 業 i33，310l 100 101. 5 104.4 107. 7 276，373 100 276，371 100.0 273，606 99.0 276.258 100.0 
製 造 100 101.8 94.7 96.5 82，778 100 76，039 91. 9 61， 148 73.9 55.561 67. 1 
卸・小 売 業 1157引 100 104.0 111.2 113.4 127，905 100 132，670 103. 7 135，879 106.2 106.0 





47 年 50 年
実数| 比 |実数| 比
町田 100.01 3弘8681 100.0 1 
1 人 5，575 16.0 5，6331 15. 7 5，575 2.0 5，633 2.0 
2 ~ 4 人 15，936 45.8 16，741 46. 7 44，510 16.3 40，484 14. 7 
5 ~ 9 人 7，496 21. 6 7，809 21. 8 48，177 17.6 50， 142 18.2 
10 ~ 29 人 4，353 12.5 4，316 12.0 68，319 25.0 67，515 24.4 
30 ~ 49 人 757 2.2 705 2.0 28，160 10.3 26，442 9.6 





























































































































宅 地 76.4 ( 17) 5，274 ( 13) 144.9 
業 地 355.9 ( 79) 34，517 ( 84) 103.1 
業 地 8.8 ( 2) 529 ( 1) 166.2 
の 他 7.2 ( 2) 696 ( 2) 103.8 






着工全建物 I2拡位(1州 5，871(10州 395.9 
着工住宅 92.31(39. 7)1 11， 900戸 77.5
うち数設住宅 89.53 1 11，440戸 78.3
居住専用 28.34(12)1 1，400( 24)1 202.4 
居住産業併用 82.29(36)1 2，954( 50)1 278.6 
(うち居住部分)1 (63.97) 
鉱工業用 9.52( 4)1 朋( 2)1 1， 069. 7 
商業用 72.70(31)1 968( 16)1 751. 0 
サーピス用 13.91( 6)1 214( 4)1 650.0 
公益・公務文教 25.66(1)1 242( 4)1 1，060.3 
滅失建物I50.84 I4問 I 112.0 
木造着工建物 15.50( 7)1 1，9日(33)1 79.4 
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S 50 S 40 S 30 
事業所建物の建築年次と事業開始年次の相関














































0人|ム 6 乙込 どL 乙込 6 L:.込 6 ム iム 1 ム L:.注 6 O 6 従 1~4人ム O O 正~ O o 0 10 O O 6 L:.注 ごo. L:.込 L:.包業 5~9 人 O O O 。O O O O O L:.込 6 L:.注 どL どと〉 6 員 1O~19人 O @ O 。@ O @ O @ O O O 6 6 どo.規 20~29人@ 。L:.込 O O 。。乙込 @ @ @ O ぷ込 × L:.込模
30人以上 @ 。@ 。。。。O @ O O O O O X 
20 代 × X × × X × × × 。X x I x 
年 30 代 ×ム O O ム 正斗 × 6 X O L:.込 6 L:.込 @ O 
40 代 6 ぷ』 L:.込 正斗 ど斗 O どと込 6 乙込 O O L:.込 どと込 ζ~ × 
齢 50 代 O O O O O 乙ミ 6 。O O 6 O O 
60才以上 O O 6 O O O O O O 6 ム O O O O 
同一建物 どo. 正o. ど￥ 正2ミ 乙b とミ ム 乙込 正斗 乙込 乙~ 016 O L:.ミ
居 同一敷地 O 6 。どと込 × @ 6 O O X 6 X どと込 乙込 @ 
住 徒歩圏 O 。O O O O O 6 ど斗 O 6 。O O 6 
地 区 内⑤
。@ O 乙込 O @ @ × O @ O @ @ O 





















































みると o人規模で2.4件， 1~4 人規模で2. 7件 5~
9人規模で3.0件， 10~19人規模で2.3件， 20~29人規模
o 10 20 30 45 501 










7. 駐車場等の拡大 )14，.2 
8. プランチを建設 r.，1 
E 現在地に移転 ~ 




図 13 これまでにおこなった問題解決策 (M.A.) 






























騒 道ガ 駐車 労 若年 取引 特 そ
業 物 音・情苦 路ヵ: {動
場 ド歩 ス狭 労 先 住
ヵ: 問
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住商工混合地域(下町〕の実態 169 
表 13規模別にみた今後の解決策 (M.A.) 
解決 1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 1. 12. 
意向 建 増築 建物補修 住て 協業スl 業事えて ブた 転い 新導 現状すん 特 そ物 居業事 ラL、 -る し入 tこを を のし 化の 所い ン 廃業
し、 のる 問
新更 考 古た
部分所 に拡 のる チ ま 題 のえ L 、L、 を拡 よ大 転移 を を まし て 部 移大 スりを図 建設 考 で
li 
グノレ た L 、 分 転 を え ヵ: な
プ L 、 る を lし ベる 考 し て の ま L 、 他
計 1(23~~)1 (んAjlJZ|(13〕|(6到(74ilii「(iijl(1叫ぶ1( 1. ~) 
0人 ldiJμ弘1(札lij(57〉|(aij(1oTj(Jij(19j;〉ld)|(l;〉
1~1 -4 人 1 (29:判 。| ( d J j o i ( 41 (t♂ぷ叫1弘引)ドJ川川(J品A品;あ判)1(13~~)1 (α仰dd品2幻JdA1JAAj含弘~)Iド(αωd品1臼d3A品3志引)\ 0 
l己土!竺!人川lドμゆ仏川(仰dd必訓鈎ぷJ品!三志刻;あ)/ 0 1 (4.~ο似心品JA:払刻)1い|ドμ(けJ9dふ;あ)1川(什J必(4. ~)I判?弘引)1心い川|ドい(1
規1-=M人 | 仏| 0引1(1. ~)I (1. ~到)1 0 1ド(.~)I ( 3.バ~)I 0 1ド(α仰ω州2おぷ焔パ;
1 2ω人 !ド川同い(οωぷ必1ロバ仏2ゐ;む到)1山lド同(αω1沼2;判い)1山μlド阿(ο2ん仏 10川10ペ10川10 1 (2.~)I 02ぷ;M〕| 0 
3叫上 |ド(ん1広EJ品:あ利札ル)1心μ川|いい(ο1
表-14 規模別にみたまちづくりの方向 (M.A.) 
まち 1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 1. 12. 13. :14. 15. 16. 
っく 現
重覇〈 重語主E 





在 居を 地ベ 口 口ベ 業 環 同 化同替え地 題の 地拡 利き 増加 減少き 商 境 イヒ カミま 域大 用 で 整 、 分 よli はめ
工準-すべき
の を を をを り ら のま よ 状況細か 純化 図 く
の 備 ゆ図 割 個
グノレ
で り る L 、 再 再 るる 規 k の な H よ 厳 にく 業 を J¥ • 止 発開 重 発開 め の 不 唾議ープ L 、 し あ 地 図 き め 点 て 制 建 燃 L 、 他
0 人 1A1 1 3) 凶 C1払!(抗払引)Icん:品ι副叫弘刻引ル)jih!l(α1品品お
[1(凶α品 れ凶C1品判お為到)j!(品叫叫kh1昆)州Cl品判為)IC品判)!Cム14ぷ品判訓;為叫:も判科)ICα1ι叫)Ic仲:判)Icσ3ぷお判)ICl叫z刻)10 
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平均は11.0年である。 20代で5.3年， 30代で10.8年 40






















































(21. 2%). 40代では「家を買ったJ(34.5%). I就職・































2却0λ4以9人上l i m~i ~f 
図-16 従業員寮の位置
表 16 従業員の住宅評価
~現1住\地\\\~\評\価¥¥ 住宅の 使備所状等 プライ 建物のい 敷地の 住居の広さ 設況 日り振動 ハ~:/- たみ具合 ゆとり 満足度
台 東 区 -0.13 -0.02 -0.05 -0.05 +0.03 0.00 -0.65 -0.09 
台東区以外の区部 -0.11 -0.02 +0.14 十0.07 十O.18 +0.03 -0.44 -0.07 
都 下 +0.21 十0.33 +0.42 +0.75 +0.54 +0.25 -0.05 +0.29 
都 外 +0.33 十0.02 +0.32 十0.35 +0.33 +0.13 -0.08 +0.07 
計 -0.02 
表-17従業員の居住環境評価
Lょ11空よ気ごれの 危災 害険 子遊供の 娯楽 道安路全の 生活のび場 しやすさ
台 東 区 -0.08 -0.17 -0.23 +0.22 +0.01 -0.03 +0.02 
台東区以外の区部 +0.08 -0.03 +0.02 +0.31 十0.30 -0.09 十0.02 十O.15 
都 下 十O.71 十0.33 +0.71 +0.33 0.00 -0.04 +0.33 +0.42 










































































同~l 時間 Il~l吋 1明間 I 2時間以上






















































業を主に， 生活を従に， 形成されてきたわけで， i仕事
の使」が本質的な要素といえる。
また，地域産業の一方の担い手でもある従業員の住ま
いは，事業主よりも職住分離が進んでおり，持家率も高
くなる傾向にあるが，未だ基本的な職住近接関係は保持
されている。
ところで，こうした地域は現在，夜間人口の減少とい
う局面に直面しているが，それは土地建物利用の側面か
らみるならば，業務化の著しい地域において顕著であ
る。またそれは，特に生産年令人口において著しいこと
が明らかにされている。この人口減少の主たる契機は生
産機能の区外進出であり，居住への区外転出である。つ
まり，前記の操業上の問題点の解決策のひとつの傾向と
して工場又はこれまでの住宅利用分を区外に転出させた
り，あるいは業務専用の建物として建てかえたりするこ
とにともなう職住分離の進行とともに，従業員の地域外
転出意向によって，人口の減少を招いているということ
がいえる。このことは，今回の調査で確認されたように
「職住一致を基盤にした地域社会の構造は依然、として，
支配的な産業構造としても，存在している」にも拘ら
ず，その基盤が脅かされているということである。
こうした都心隣接住商工混合地域における産業・生活
環境整備のひとつの課題は，業務化傾向に対応したまち
づくりであり，地元業界の共同的取り組みを強化し，用
地難，スベース不足の解消に取り組むことで‘ある。特に
個別の対応能力をもっ従業員規模20人以上の事業所の共
同的取り組み化が大きな課題となる。
もうひとつの課題は，職住一致あるいは住・商・工の
複合したまちづくりであり，それは作業所付き住宅の段
階から，街区段階における産業空間と生活空間(住宅〕
の複合的配置までを含む，小零細事業所を主体とする複
合的共同的な環境整備の推進であろう。特にこの小零細
事業所は多くの問題を抱えているが個々には対応しきれ
る力を持ちえていないことが明らかである。今回の調査
では「まちづくりの方向」として i共同建てかえ・共
同ミニ再開発Jについての賛同がわずかながらも得られ
ており，さらに「避難道路の両俣ijの不燃化」には多くの
賛同が寄せられている。また，小零細事業所は「商業的
再開発よりも住環境に重点をおいた整備」を望んでいる
ことも明らかである。従って，公的な指導・援助によっ
ては， i防災」をテコとして， i防災不燃化と同時に共同
化・住環境の整備」をはかつていく糸口があるといえる
のである。
調査にあたって，台東区及び各事業所の皆
さまの御協力に感謝します。
住商工混合地域(下町〕の実態
(期間，昭和52年4月〉
7) 表-14の凡例は次である。
凡例
?
1) 江戸から明治期には，これ以上の高密度居住が下
町一帯でおこなわれていたので、ある。この人口密度
は中高層住宅団地のそれに匹敵するのであるが，木
造低層市街地であった当時は，二間長屋といわれる
ような狭小過密な居住形態をとっていたと忠われる
が，その実態は不明な点も多い。(石塚1978)
2) 台東区産業の大部分が小零細企業であり，産業地
域社会といわれる如く複雑な相互連関のなかで仕事
がこなされているのであるから，その就業時聞は不
規則であることが通常である。従って，職場と住居
が遠く離れることは就業上困難といわれ，三村ら
(1978)によれば大阪の例では30分以内の近距離通勤
が多いとされる。牛見は，こうした階層を「居住立
地限定階層」と規定したが，台東区の産業就業者の
多くもこうした状況にあり，若年層の区域外流出は
区政運営上も産業振興聞からも大きな問題となりつ
つある。(台東区産業問題調査会1975)
3) 台東区産業問題調査会(1978)によると， Iこのよ
うな中小企業の集積がそのまま大企業の生産， 流
通，市場などに対する経済性には相当しない側面を
もっている場合に，区内の問屋機能は，このような
弱点を補強するような役割を求められる。旧来は主
として金融信用機能などでその役割が発揮されてき
たが，現代では，生産や流通，市場戦略など多方面
にわたる問屋機能の拡大が必要となってしまってい
る。その意味で，台東区の中核的産業の担い手であ
る問屋機能は中小企業製品を中心とする生活用品産
業の「システム・オルガナイザー」としての位置づ
けを与えられている。」と卸売業を位置づけている。
4) 非課税対象建物の延床面積は約120haである。
(台東区行政資料集からの推計〉
5) ともにセミグロス(民有宅地に対する民有建物の
比〉である。建ベい率は次の式で推計したものであ
る。
セミグロス建ぺい率与グロス建ぺい率
x-100 
100-道路等平均公共空地率
100 
h グロス建ぺい率×一一(%)
75 
グロス建ベい率=台東区資料による
道路等平均公共空地率=大規模公園を除く公共空
地の割合
的 調査は，首都圏総合計画研究所(吉仮隆正理事長)
との共同調査でおこない，実査・集計にあたっては
COMプランニング(代表・板倉卓)， 第一情報処
理センター(代表・向坂徹夫〕の協力をいただいた。
175 
。(相対的によい〕 与こす十 σ
-X+ a>O (相対的にややよい)与す
x>ム(相対的にやや悪い〕乙-Xー σ
x-σ>x (相対的に悪い〉
ただし|玄:33グループの評点、の相加平均l
iσ 1 の標準偏差!
なお， 33グループとは， I従業員規模JI年齢JI居住
地」の他に「従業地区6地区JI業種目種Jをあわせ
た33グループであるが省略した。
8) 評価は，非常に満足(+1)，かなり満足C+%)，
やや満足(+1h)，どちらともいえない(土 0)，や
や不満(一1h)， かなり不満(一%)， 非常に不満
( -1)，を与えた時の平均値で示している。
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